
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title
地域イノベーションエコシステムの社会実装フレーム

ワークと戦略的マネジメント

Author(s) 大津留, 榮佐久

Citation 年次学術大会講演要旨集, 27: 731-734

Issue Date 2012-10-27

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/11124

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般講演要旨



― 731―

Vanhaverbeke, and Joel West, eds., Open Innovation: Researching a New Paradigm. Oxford: Oxford University 

Cohen, W., Nelson, R., and Walsh, J.P. (2002). ‘Links and Impacts: The Influence of Public research on industrial 

R&D’, Management Science, 48(1): 1-23 

Rappert, B., Webster, A., and Charles, D. (1999). ‘Making sense of Diversity and Reluctance: Academic-Industrial 

Relations and Intellectual Property’, Research Policy, 28(8): 873-90. 

David, P.A., Mowery, D., and Steinmueller, E.E. (1992). ‘Analysing the Economic Payoffs from Basic Reesearch’, 

Economics of Innovation and New Technology, 2: 73-90. 

Nelson, R.R. (1982). ‘ The Role of Knowledge in R&D Efficiency’, The Quarterly Journal of Economics, 97(3): 453-70. 

Cockburn, I. and Henderson, R. (2000). ‘Publicly Funded Science and the Productivity of the Pharmaceutical 

Industry’, in Jaffe, Lerner, and Stern (eds.), Innovation Policy and the Economy; vol. 1. Cambridge, MA: MIT Press, 

pp. 1-34. 

Tidd, J. and Trewhella, M.J. (1997). ‘Organizational and Technological Antecedents for Knowledge Acquisition and 

Learning’, R&D Management, 27(4): 359-75. 

Simard, Caroline and Joel West (2006) “Knowledge networks and the geographic locus of innovation,” in Henry 

Chesbrough, Wim Vanhaverbeke, and Joel West, eds., Open Innovation: Researching a New Paradigm. Oxford: 

Oxford University 

Maine, Elicia and E. Garnsey (2006), “Commercializing generic technology: The case of advanced materials 

ventures”, Research Policy, 35(3), 375-393 

Baba, Y., M. Yarime, and N. Shichijo, (2010) “Source of Success in Advanced Materials Innovation: The Role of "Core 

Researchers" in University-Industry Collaboration in Japan”, International Journal of Innovation Management, 

14(2), 201-219 

Faukler,Wendy and J. Senker (2005) “Knowledge Frontiers: Public Sector Research and Industrial Innovation in 

Biotechnology, Engineering Ceramics, and Parallel Computing”, Clarendon Press, Oxford: Oxford University 

Mizushima, Nobuhiko (1985) “Pioneers in Electronics: Science and Technology History Centering on 

Electro-Communications”, Society of Electro-Communications of Japan, Corona Publishing 

Awarded Projects for the Innovation Promotion of Industrializing Technology from Universities (Matching Fund): 

http://www.nedo.go.jp/activities/CA_00424.html, New Energy and Industrial Technology Development Organization 

Industry-University Joint Innovation Project for Technology Seeds: http://www.jst.go.jp/innovate/ Japan Science and 

Technology Agency 

Home page of GL Sciences Inc. http://www.gls.co.jp/product/catalog/03/03-04.html  

Komatsu, Naoki (2010), JST Innovation Plaza Shiga, “Creation of Imaging Probe using Nano-diamond”, 

http://www.jst.go.jp/chiiki/ikusei/seika/h22/h22_shiga01.pdf 

Company Information, Kuromoto, Ltd. http://www.kurimoto.co.jp/rd/magnesium.htm: “High Performance 

Magnesium Alloy” 

M.Endo, T.Noguchi, M.Ito, K.Takeuchi, T.Hayashi, Y.A.Kim, T.Wanibuchi, H.Jinnai, M.Terrones, and 

M.S.Dresselhaus, “Extreme-Performance Rubber Nanocomposites for probing and Excavating Deep Oil Resources 

Using Multi-Walled Carbon Nanotubes”, Advanced Functional Materials 18, 3403(2008)  

M. Endo; K.Takeuchi; T.Noguchi; Y. Asano; Y. A.Kim; T. Hayashi; H. Ueki; S.Iinou. "High Performance Rubber 

Sealant for Preventing Water Leaks" ACS, Ind. Eng. Chem. Res., 2010, 49 (20), 9798. 

㸰㹅㸯㸴�

地域イノベーション࢚コシステムの 

社会実装フレームワークと戦略的マネジメント 
 

 財�福岡┴産業・科学技術興財ᅋ）�大ὠ␃ ᴿబஂ（ۑ

 

㸯．地域イノベーション戦略支援プログラムの 

提ᴫ要と当該課題・対ᛂ策 

ᖹ成 �� 年度地域イノベーション戦略支援プ

ログラムにおいて、福岡イノベーション推進༠

㆟会（産学官金構成機関：�� 機関）が提した

「社会ニーズ主導型開発推進による地域新成

長産業の発ᒎಁ進」のテーマが᥇択された。 
㧗度ሗ社会、低Ⅳ素社会、ᗣ・長ᑑ社会等

の世界が┤㠃している課題に対ᛂし、イノベー

ションを連続的に創出するために、ᮏ地域では、

課題解決を目的としたከ様な次世代社会シス

テムの開発を✚極的に実施するとともに、ୗグ

①㹼③に取り組ࢇでいる。

①「社会主導型研究開発モデル」の確立と開発

成果の国際ᶆ‽化の強力な推進 
②アジアをリードする世界トップクラスのイ

ノベーション・ハࣈ拠点「福岡次世代社会シス

テム創出推進拠点」のᙧ成 
③省࢚ネルࢠー社会等の実現に必要な「グリー

ン半導体をᛂ用した社会システム創出」の開発

に資する研究⪅集✚、人材育成、知のネットワ

ーク構⠏及び研究設ഛのඹ用化等の実施モデ

ルの構想 

またᮏ地域で進めてきたシリコンシーベルト

（㏻⛠：66%）プロジェクトは、先端半導体分

㔝において成果が得ࡽれ、╔実な進ᒎがみࡽれ

るが、プロジェクトの進ᒎにより、新たな課題

もぢいࡔされてきた。当該課題と今後の対ᛂ策

を、⾲㸯に♧す。 

 
 

㸰．新たな地域発イノベーションシステムの課題

提㉳と解決策 

 産業界における࢜ープンイノベーションによ

る࢚コシステムᙧ成には、ከ様な産学連携・企業

間連携がᶍ索されている。但し、民間研究資金を

大学ഃに㑏ὶさせる産学連携スキームによる成

果は、国際的な水‽に⮳っていない。それは᪥ᮏ

企業が有ྡなᾏእ研究機関・大学の世界ࣈラン

ドに౫Ꮡし、なりの研究㈝をᾏእに拠出してい

る現状によるものであり、᪥ᮏの産学連携活動の

ᮏ質的課題となっている。今後地域イノベーショ

ン戦略支援プログラムにおいて、地域の自立的な

イノベーションシステムを構⠏し、㦵ኴの産業連

携にಁ進する課題解決策を実行する必要がある。 

 

国内の研究機関である大学・研究拠点は自ᚊ的ۑ

なロードマッピング（次世代社会ニーズ㍈、学際

的研究࣏テンシャル、ከ様な研究⪅集✚等インセ

ンティࣈ等）を産業界・対㇟企業提♧すきで

ある。 

産業連携構造を大企業・中小企業・大学発ベンۑ

チャーの㝵ᒙูに分割し、グローバル㈍㊰開ᣅは

大企業と、実用化事業の加速は中小企業と、そし

て学際的・業際的イノベーション創発は大学発ベ

ンチャーで活性させることが不可欠である。 

 ᇶ♏研究・ᛂ用研究・実用化開発ステージ毎にۑ

技術マーケティング（技術もࢃり、市場も理解

できる）をᒎ開・定╔させる必要があり、新技術

確立・新技術認知・技術評価ࡽビジネスモデル

開発に⮳るᶓ᩿的な技術マネジメントを実行す

 。きである

研究成果は、大学発ベンチャー創成や連携企業ۑ

ニーズによる新規事業開発・ビジネスモデル（収

益化構造）を担ಖすきであり、実用化・事業化

できた点での投資ᅇ収のあり方を事๓検ウす

ることが⫢要である。そのពで、㹆24 年度 �᭶

より実施されている「大学発新産業創出拠点プロ

ジェクト」では、事業プロモータであるベンチャ

ーキャピタルと産学連携࢚キスパートが、大学発

ベンチャー創出をコ࣑ットすきである。 

 長期的ビジョンに立った財政支援政策と、国際ۑ

競争力及び地域産業興の経῭効果を明♧し、 

重点イノベーション推進拠点の持続的投資に 

よる国際競争力の強化をᅗるきである。 
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㸱．イノベーションを推進する地域連携コーディ

ネータと戦略ディレクターの役割と資質 

スト地域クラスターステージにおいて、地域࣏

が自立化し、持続的に発ᒎするためには、地域の

経῭効果・㞠用効果につながるイノベーションの

連㙐が必要である。ᮏ地域では、当該効果を生み

出すイノベーション戦略の㸰ᮏᰕとして「社会ニ

ーズ主導型研究開発モデルの確立」、「␗分㔝のク

ラスターとの融合」をᥖࡆている。 
イノベーションの連㙐を創り出すために、コー

ディネータが果たす重要な役割は、社会ニーズ

の対ᛂや␗分㔝クラスターとの融合に可能性が

あるシーズをいࡕ᪩く発掘し、᪩期ẁ㝵（アーリ

ーステージ）ࡽ、知的財産戦略や事業化戦略を

ぢᤣえて、研究⪅や企業関ಀ⪅等と༠同でプロジ

ェクトᒎ開と進めていく「ハンズ࢜ン支援」で

あると⪃えている。 
�‐�．地域連携コーディネータの役割 
今後、ᮏ地域が必要とするコーディネータの役割

について、ᚑ来ࡽ行ってきた地域企業ニーズの

収集や大学シーズとのマッチングはㄽのこと、

これまでの知的クラスター創成事業等のプロジ

ェクトで生み出した研究成果を実用化に╔実に

つなࡆることもྵめ、ୗグのとおり設定した。 
①研究⪅の集✚で取り組ࡴ研究テーマに関する

研究開発マネジメントおよび事業化の推進 
②知的クラスター創成事業等で創出した研究成

果の╔実な事業化推進  
③␗分㔝のクラスター（バイ࢜、水素࢚ネルࢠー、

ナノテク、ロボット、ሗ・コンテンࢶ、自動車、

環境・低Ⅳ素）との先端融合プロジェクトのプロ

デュースと、次世代社会システム構⠏にྥけた、

新たな㧗加価値成果の創出  
④先端半導体開発拠点化推進につながる新規競

争的資金や民間資金の獲得ྥけたプロモーシ

ョン活動  
⑤地域の先端半導体関連企業のニーズ、事業化等

のሗ収集とඹ有化  
⑥地域の㞠用効果、経῭効果つなࡆるため、有

望シーズの᪩期ẁ㝵（アーリーステージ）ࡽの

手取り足取りきめ⣽やなハンズ࢜ン支援  
௨上の࣑ッションを可ど化し、成果進ᤖマネジメ

ントを推進するために地域連携コーディネータ

毎にアクションプランリストを作成し、ྛアクシ

ョン⣔⤫に課題バラシ・課題解決を地域イノベ研

究推進会㆟で実施し、活動成果を加速させている。 
�‐�� 戦略ディレクターにồめࡽれる人財ീ 
新たな地域発課題解決型イノベーションシス

テムを構⠏する中᰾的な役割を果たす戦略ディ

レクター（(3'：([HFWLYH 3URMHFW 'LUHFWRU）に 
ồめࡽれる能力は௨ୗの㏻りである。 
地域内企業や大学研究⪅との㇏ᐩな人的ネッۑ

トワークをಖ有し、産学官連携ス࣌ースでの経験

を有していること 
民間企業において、༑分な製品開発・事業化経ۑ

験があり、技術経営の実㊶⪅であること 
市場評価・分析による新規事業開発をプロデュۑ

ースできること 
技術・知財評価によるビジネスモデル開発がでۑ

きること。そしてリスク評価によるプロジェクト

マネジメントを実行できること 
国際的人⬦を有し、ᗈ域連携的バリューチェーۑ

ンが構⠏できること 
そしてồめࡽれる資質として、௨ୗがᣲࡽࡆれる。 
将来の社会システムീ及びその実現に必要とۑ

なる技術に関する先ぢ性・Ὕᐹ力 
先端半導体と␗分㔝との融合による新たなۑ

加価値創造に果ᩒにᣮ戦する✚極性（ᑓ㛛分㔝の

Ẇに㛢ࡌこもࡽないチャレンジ⢭⚄） 
分㔝融合・⦪᩿ᶓ᩿ㄪᩚ能力に長け、イノベ␗ۑ

ーションをႏ㉳する機会創出力 
研究開発シーズ有効性と将来市場₯ᅾ性を連ۑ

結させ新市場創出と事業ハンズ࢜ンの実行力 
�‐�．戦略的マネジメントの導ධとステージング 

イノベーションの源Ἠとなる企業戦略と研究

開発戦略の連関を理解し、革新的な新市場創出・

グローバル市場獲得をᅗるには、企業マネジメン

ト最๓⥺のノウハウと技術経営実㊶でᇵった知

㆑・知ぢ・知性による戦略的な技術マネジメント

が不可欠である。 

ステージ㸯）技術マーケティングによる市場評価

と価値提を構⠏し、㈍㊰ࡽ企画する研究成果

の出ཱྀ・([LW 戦略を明♧する。 
ステージ㸰）持続的な事業アーキテクチャによる

ビジネスモデル（業ែ・収益構造等）を設計し、

研究成果の収益化を探究する。 
ステージ㸱）先進的技術を⤫合パッケージ化して

世界市場にインパクトをえるシステムセリン
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グ（（市場獲得・顧客のロックイン・価格コント

ロール等）によるグローバル市場獲得をᒎ開する。 
ステージ �）地域イノベーション戦略拠点で㔊成

された知的ネットワーク資産（知財・人財・シス

テム財等）を、該当ビジネス࢚コシステムに組込

み、グローバル市場での競争優位性を実証する。 
ステージ �）企業における中期事業計画・ロード

マッピングによる市場獲得戦略・成長ドライバー

をコ࣑ットし、研究成果ࡽ社会実装までを୍Ẽ

㏻㈏させ、持続的な成長㌶㐨を実現する。 

 
4．知の社会実装化を推進する「地域イノベーシ

ョン࢚コシステムのᙧ成」 

グローバル化する社会の中で、Ᏻ・Ᏻᚰ、ᑡ

Ꮚ㧗㱋化、4OL、生活利౽や経῭格ᕪ解ᾘな社

会的なニーズに対ᛂする科学技術政策がồめࡽ

れている。そしてグローバル市場にྥき合いイノ

ベーションをႏ㉳する産業界において、企業グル

ープ・財界・経ᅋ連との㦵ኴな「産学官金」連携

をのように実現するが、ၥࢃれている。つま

り「学」ど点での、大学㝔ᩍ育との結びつき、「産」

ど点での産業界の役割とཧ画、「官」ど点での国・

地方自治体の支援スキームの明確化ながᣲࡆ

に「金融」ど点では、ሀ∼なビジネスࡽれ、さࡽ

モデル構⠏（普及の組み・成長性・持続性・生

産性等）に資する科学技術の収益化や事業計画・

成果コ࣑ットが担ಖされなければなࡽない。 

また国科学技術プラット࣍ームの役割を担

う JST（科学技術興機構）においては、イノベ

ーション・ハࣈとしての有機的なᗈ域的産学官連

携ネットワーク（地方自治体の興財ᅋ、බ設

試・ᕤ技センター、地域連携コーディネータ等）

をいに構⠏していくもၥࢃれている。その為

に、地域イノベーション ࢚コシステムᙧ成によ

る社会実装フレームで⪃ᐹすると、サプライチェ

ーン（資財・供⤥構造）のኚ革をಁす技術革新、

そしてデマンドチェーン（商財・需要構造）ኚ革

をಁす業際革新が重要であるとゝえる。 

 
 

4‐1．新市場創出を牽引する技術革新ドライバー 

我が国における地域科学技術興プログラム

で創出された研究シーズ⩌が地域の中に✚さ

れているが、㐣度に⣽分化されており、要素技術

のシステム化や技術の市場化がしている。 

この状況を打破するには、研究テーマ設定を社

会的な課題解決にᩚ合させ、新市場創出やグロー

バル市場獲得に連結させることが必㡲である。 

例えば、先端半導体分㔝における将来市場として

認知される、Ᏻ・Ᏻᚰ、生活利౽、㏻、環境

なをキーワードとするセンサーネットワーク

社会インフラ開発に関連するM2Mデバイスアプリ

（ከ様な↓⥺㏻ಙ機ჾ、ྛ✀センサー・アクチュ

ータ・組込システム等）の用途開発が有望どさ࢚

れている。༶ࡕ電Ꮚ機ჾアプリの㢮型は、ボック

ス型（ሗᐙ電等）、組込システム型（自動車・

産業・スマグリ等）及びフィールドサービス型

（M2M、環境・グリーン、ライフ等）に区分され、

それࡒれ␗なる製品ライフサイクルで将来市場

がఙᒎするとᛮࢃれる。 

4‐2．課題解決イノベーションをಁ進する業際 

革新ドライバー 

産業界における࢜ープンイノベーションは普

及ẁ㝵にあり、「技術開発の最速化」と「組合せ・

ᦾ合せによる⤫合・」合技術」、そしてサービス・

ビジネスモデル」ࡴレーションレイヤを組込࣌࢜

革新」がಁ進され「新たな成長プラット࣍ームの

構⠏」が進ᒎしている。さࡽに技術提供価値を市

場・顧客価値置する業際的な新製品開発・シ

ステム⤫合により、グローバル市場にྥけて国際

システムセリング（インフラ㍺出ྵࡴ）や国際ᶆ

‽化推進を目指し、市場獲得にྥけた国際競争力

が強化されるきである。例えば、᪥ᮏの先進技

術を͆アジアの都市࣏ータル͇ྥけに「コンテン

、及び技術シーズの⤫合パッケージ」を売り込みࢶ

さࡽに社会ሗᇶ┙技術、࢚ネルࢠー管理システ
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ム、生活支援型ロボット、ネットワーク自動車、

環境・水処理システム等が想定される。また新興

諸国におけるリバースイノベーションを牽引す

る企業プレイヤーとの現地 JV 事業開発や都市間

連携（インターリージョン）プログラム推進は、

極めて効果的な国際連携スキームである。 

4‐3．社会実装アーキテクチャによる新産業創成 

産業界における製品用途やサービス開発の技

術検証・実証実験は、企業コンソシア主体で実施

されてきたが、新たな研究開発の実用化を加速さ

せるためには、サービスの市場ニーズを取り込み、

新たな市場を獲得していくことが、不可欠である。 

但し、研究プロジェクト成果を、検証・評価・

実証までを総合的に支援する施策が必要であり、

資金や人的資源に乏しくノウハウが不足する大

学発ベンチャー・中小企業が独自で社会インフラ

に関連する実証実験を行うことは困難である為、

総合特区制度を活用した社会実証プランやグロ

ーバル拠点人材（戦略ディレクタ等）の配置が望

まれている。文科省施策である「地域イノベーシ

ョン戦略支援プログラム」等で優れた成果を選

択・集中し、グローバル新市場創出・獲得まで構

想する「課題解決型社会実装プログラム」は、我

が国の国際競争力の強化に不可欠となっている。

例えば、福岡クラスターでは、グリーンイノベー

ションを主導する「グリーン・アジア国際戦略総

合特区」と重点施策として、先端半導体（商品ア

プリやサービスを市場で実証結果を利活用する

「社会主導型研究開発」モデル推進）、有機 EL 拠

点 COI（TADF 研究の世界市場インパクト）、次世

代自動車（燃料電池・水素社会ドライバー）、そ

してセンサーネットワーク社会に実装するロボ

ットソルーション・M2M ヘルスケア・マイクロパ

ワー・グリット等の地域発イノベーション創出を

目指している。 

4‐4．技術投資インテリジェンスによる戦略的 

ファイナンス 

 今後の地域イノベーションシステムを推進

する産学官金連携における「大学等研究機関の

役割」「産業界の役割」「政府、地方自治体の役

割「プラクティショナ―（戦略ディレクター及

びコーディネータ）の役割」に加え、大学の技

術と企業の現場をつなぐ「金融機関の役割」は

非常に重要である。そして最先端技術や知的財

産の事業化における課題は、欧米も同様であり

が、国内では毎年 10 億円程度のライセンスア

ウトに終始し、惨憺たる状況となっている。 

この状況を打破するために「大学発新産業創出

拠点プロジェクト（START）」は、民間の事業化

ノウハウを活用した地域イノベーション政策

として重要である。例えば、事業プロモータユ

ニットも DBJ キャピタルでは、事業プロモータ

のネットワークを活用し、有望シーズを発掘・

探索し、デマンド・プル型の「インキュベーシ

ョンモデル」「インテグレーションモデル」「知

財プールモデル」による大学発ベンチャー創

成・育成を知財開発ファンドに連結させる担い

手として今後の活動成果が期待されている。 

 
産学官金連携における金融政策は、研究成果に

対する戦略的ファイナンスを実施することで

あり、それを技術投融資のワークフローとして、

技術評価・知財評価・市場評価で構成する「事

業デューデリジェンス①②③」と経営品質・収

益構造・企業価値で構成する「事業インキュベ

ーション④⑤⑥」を実行することで、社会・市

場ニーズの課題解決型イノベーションの「技術

の事業化」と「技術の収益化」を達成する。 

① 技術評価：技術マップ、技術認知度、プロ

トタイピング（設計品質・試作検証等）等

技術確立度を評価する。 

② 知財評価：パテントスコアによる特許マッ

プ、技術深耕度、アライアンス分析、課題

解決分析等、知財の競争優位を評価する。 

③ 市場評価：将来需要の証明、業界相関分析、 

顧客提供価値、売上成長性、ビジネスモデ

ル開発等、該当市場の魅力度を評価する。 

④ 経営品質：経営方針、組織能力（実用化技

術、プロジェクト管理）、リスク評価力、事

業計画開発等、事業推進能力を支援する。 

⑤ 収益構造：事業コンセプト、製品企画力、

価格政策、デザイン・イン、需要普及能力

等、技術の事業化・収益力を支援する。 

⑥ 企業価値：新規事業開発、製品サイクルマ

ネジメント、事業連携力、コスト低減力、

持続革新力等、持続的成長を支援する。 




